
国 立 大 学 法 人 京 都 大 学 の 組 織 に 関 す る 規 程 新 旧 対 照 表 
改   正   前 改   正   後 

目次 
第１章 総則（第１条） 
第２章 国立大学法人京都大学の組織 
第１節 総長、理事等（第２条―第６条） 
第２節 経営協議会、教育研究評議会及び部局長

会議（第７条―第９条） 
第３節 委員会（第１０条） 
第４節 職員（第１１条） 
第３章 京都大学の組織 
第１節 職員等（第１２条―第１４条） 
第２節 大学院（第１５条―第２４条） 
第３節 学部（第２５条―第２９条） 
第４節 附置研究所（第３０条―第３８条） 
第５節 附属図書館（第３９条―第４１条） 
第６節 医学部附属病院（第４２条―第４４条） 
第７節 全国共同利用施設（第４５条） 
第８節 学内共同教育研究施設（第４６条） 
第９節 教育院等（第４７条―第４９条） 
第１０節 物質―細胞統合システム拠点（第５０

条） 
第１１節 その他の学内組織（第５０条の２―第

５１条） 
 
 
第４章 事務組織（第５２条） 
附則 
 （中 略） 
（教授会） 
第１７条 研究科に、学校教育法第９３条第１項に定
める教授会を置く。 
（審議事項） 
第１８条 教授会は、研究科に係る次の各号に掲げる
事項について審議し、総長が決定を行うに当たり意
見を述べるものとする。 
(1) 教育課程の編成に関する事項 
(2) 学生の入学、課程の修了その他学生の在籍に関
する事項及び学位の授与に関する事項 
(3) 研究科長の選考及び解任に関する事項 
(4) 教授、准教授、講師及び助教並びに助手（以下
「教員」という。）の採用、昇任及び懲戒処分に関
する事項その他国立大学法人京都大学教員就業特
例規則（平成１６年達示第７１号）の規定により
その権限に属するものとされた事項 
 
 
 
 
 

目次 
第１章 総則（第１条） 
第２章 国立大学法人京都大学の組織 
第１節 総長、理事等（第２条―第６条） 
第２節 経営協議会、教育研究評議会及び部局長

会議（第７条―第９条） 
第３節 委員会（第１０条） 
第４節 職員（第１１条） 
第３章 京都大学の組織 
第１節 職員等（第１２条―第１４条） 
第２節 大学院（第１５条―第２４条） 
第３節 学部（第２５条―第２９条） 
第４節 附置研究所（第３０条―第３８条） 
第５節 附属図書館（第３９条―第４１条） 
第６節 医学部附属病院（第４２条―第４４条） 
第７節 全国共同利用施設（第４５条） 
第８節 学内共同教育研究施設（第４６条） 
第９節 教育院等（第４７条―第４９条） 
第１０節 物質―細胞統合システム拠点（第５０

条） 
第１１節 その他の学内組織（第５０条の２―第

５１条） 
第１２節 学系、学域及び全学教員部（第５２条

―第５５条） 
第４章 事務組織（第５６条） 
附則 

 
（教授会） 
第１７条  
 
（審議事項） 
第１８条  
 
 
(1) 
(2) 
 
(3) 
(4) 国立大学法人京都大学特定有期雇用教職員就
業規則（平成１８年達示第２１号。以下「特定
有期雇用教職員就業規則」という。）第２条第１
号から第４号までに掲げる者の採用、昇任及び懲
戒処分に関する事項その他特定有期雇用教職員就
業規則第７条第１項、第１１条第１項、第１３条
第１項及び第１６条により準用する国立大学法人
京都大学教員就業特例規則（平成１６年達示第７
１号。以下第３３条第１項第２号において「教員
就業特例規則」という。）の規定によりその権限に

（同 左） 



改   正   前 改   正   後 
 
(5) その他教授会の意見を聴いて総長が別に定める
教育研究に関する重要事項 

２ 前項に掲げるもののほか、教授会は、総長又は当
該研究科長がつかさどる教育研究に関する事項につ
いて審議し、及び総長若しくは当該研究科長の求め
に応じ、又は教授会が必要と認めるときは、意見を
述べることができる。 
３ 教授会は、特定の事項を審議するため、研究科会
議を置くことができる。 
（議長） 
第１９条 （略） 
（専攻及び講座） 
第２０条 研究科、総合生存学館、地球環境学舎、公
共政策教育部及び経営管理教育部（次項において「研
究科及び教育部」という。）に専攻を置き、研究科、
総合生存学館、地球環境学堂、公共政策連携研究部
及び経営管理研究部（次項において「研究科及び研
究部」という。）又は専攻に教員の役割分担及び連
携の組織的な体制を確保するための教員組織として
講座又はこれに代わる組織を置く。 
 
２ （略） 
 （中 略） 
（教授会） 
第３２条 附置研究所に、学校教育法第９３条第１項
に定める教授会を置く。 
２ 教授会の名称は、当該附置研究所規程の定めると
ころによる。 
（審議事項） 
第３３条 教授会は、附置研究所に係る次の各号に掲
げる事項について審議し、総長が決定を行うに当た
り意見を述べるものとする。 
(1) 所長の選考及び解任に関する事項 
(2) 教員の採用、昇任及び懲戒処分に関する事項そ
の他国立大学法人京都大学教員就業特例規則の規
定によりその権限に属するものとされた事項 
 
 
 
(3) その他教授会の意見を聴いて総長が別に定める
研究に関する重要事項 

２ 前項に掲げるもののほか、教授会は、総長又は当
該所長がつかさどる研究に関する事項について審議
し、及び総長若しくは当該所長の求めに応じ、又は
教授会が必要と認めるときは、意見を述べることが
できる。 
 （中 略） 
第５１条 前２条に定めるもののほか、京都大学に必

属するものとされた事項 
(5)  
 
２ 
 
 
 
 
３  
 
（議長） 
第１９条  
（専攻及び講座） 
第２０条 研究科、総合生存学館、地球環境学舎、公
共政策教育部及び経営管理教育部（次項において「研
究科及び教育部」という。）に専攻を置き、研究科、
総合生存学館、地球環境学堂、公共政策連携研究部
及び経営管理研究部（次項において「研究科及び研
究部」という。）又は専攻に教授、准教授、講師及
び助教並びに助手（以下「教員」という。）の役割分
担及び連携の組織的な体制を確保するための教員組
織として講座又はこれに代わる組織を置く。 
２ （同 左） 
 
（教授会） 
第３２条  
 
２  
 
（審議事項） 
第３３条  
 
 
 (1) 
(2) 特定有期雇用教職員就業規則第２条第１号か
ら第４号までに掲げる者の採用、昇任及び懲戒処
分に関する事項その他特定有期雇用教職員就業規
則第７条第１項、第１１条第１項、第１３条第１
項及び第１６条により準用する教員就業特例規則
の規定によりその権限に属するものとされた事項
(3)  
 
２  
 
 
 
 
 
第５１条  （同 左） 

（同 左） 

（同 左） 

（同 左） 



改   正   前 改   正   後 
要な学内組織を置く。 
２ 前項の学内組織に関し必要な事項は、総長が定め
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第４章 事務組織 
第５２条 京都大学に、法人又は京都大学の業務の実
施に関し必要な事務を処理させるため、事務本部、
共通事務部、部局事務部等を置く。 
２ 前項の事務組織に関し必要な事項は、京都大学事
務組織規程（平成１６年達示第６０号）の定めると
ころによる。 

 
２  （同 左） 
 
    第１２節 学系、学域及び全学教員部 
  
 （学系） 
第５２条 京都大学に、学術分野の専門性に応じた教
員組織として、学系を置く。 
（学域） 
第５３条 京都大学に、前条の学系を体系的に集合さ
せた教員組織として、学域を置く。 
 （全学教員部） 
第５４条 前２条に定めるもののほか、京都大学に、
教員組織として、全学教員部を置く。 
 （規程への委任） 
第５５条 学系、学域及び全学教員部に関し必要な事
項は、京都大学の学系、学域及び全学教員部に関す
る規程（平成２７年達示第６５号）の定めるところ
による。 
第４章 事務組織 

第５６条  
 
 
２ 
 
 
   附 則 
 この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

（同 左） 


